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土木施設の長寿命化対策に係る指定都市市長会要請 

 説明資料 
 

１ 要請の背景 

○ 地方公共団体が管理する土木施設の多くは、高度成長期以降に集中的に整備され

ており、今後、これらが一斉に老朽化していく中、適切な維持管理や更新を行う必

要がある。 
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資料２ 参考 

出典：国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）[平成２６年８月１８日時点] 

出典：「経済財政諮問会議（平成３０年第３回）」（平成３０年３月２９日）資料 
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○ 国においては、平成２５年に策定された「インフラ長寿命化基本計画」に基づき、

地方公共団体に対して、平成２８年度までに「公共施設等総合管理計画（行動計画）」

を、平成３２年度までに「個別施設計画」をそれぞれ策定するよう求めているほか、

地方公共団体に対する財政支援や技術的支援を講じている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 また、現在では、国の「社会資本メンテナンス戦略小委員会」において、地方公

共団体に対するアンケート調査の結果等に基づき、メンテナンスサイクルの更なる

発展に向けて中長期的に取り組む課題について、平成３０年度内を目途に提言やロ

ードマップの取りまとめを行っているところ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省「公共施設等総合管理計画の更なる推進に向けた説明会」（平成３０年４月２３日）資料 

出典：国土交通省「第２２回社会資本メンテナンス戦略小委員会（第３期第４回）」（平成３０年１０月２２日）資料 
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○ 一方、地方公共団体においては、各土木施設の個別施設計画の策定や予防保全型

の維持管理を進めているが、長期的分析によると適切な維持管理には継続的に多大

の財源確保が必要となる上、専門人材の不足や点検・工事手法の更なる効率化・省

人化が課題となっており、現状のままでは次世代への良好な土木施設の継承が困難

な状況になるおそれがある。 

○ こうした国の動きや地方の現状を踏まえ、指定都市市長会としては、これまで「国

の施策及び予算に関する提案」（通称：白本）等において、適切な維持管理や更新の

ための継続的かつ確実な財源の確保を要請してきたところであるが、このことに加

え、中長期的な視点で、今後も持続可能なメンテナンスサイクルを確立し、土木施

設の長寿命化対策が図られるよう、国に対して要請を行う。 

 

２ 要請の内容 

（１）メンテナンスサイクルの推進に係る人材育成・確保 

 現状と課題 

・ 市町村における土木部門の職員数は平成８年度、建設業従業者数は平成９年度

をピークに減少傾向にあり、今後の人口減少・少子高齢化社会において、更なる

人材不足が見込まれる。 

・ 土木施設の点検・診断・措置・記録といったメンテナンスサイクルの推進には

熟練した技術が必要不可欠であり、一朝一夕に養成できるものではない。 

・ このことから、メンテナンスサイクル推進に従事する人材の育成・確保は土木

施設の長寿命化対策を行う上で喫緊の課題である。 

・ 国においては、各種研修制度や資格制度などの様々な地方支援策が講じられて

いるが、主に点検・診断に係るものとなっており、今後は措置（修繕工事）に係

る技術的支援の充実が必要になると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省「第２２回社会資本メンテナンス戦略小委員会（第３期第４回）」（平成３０年１０月２２日）資料 
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※ 平成３０年２月現在：延べ２５１資格 

（維持管理分野：１７２資格  計画・調査・設計分野：７９資格） 

 

出典：国土交通省「第２２回社会資本メンテナンス戦略小委員会（第３期第４回）」（平成３０年１０月２２日）資料 

出典：「インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議幹事会」（平成２９年９月４日）資料 
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対 策 

・ メンテナンスサイクル（点検・診断・措置・記録）を推進するための職員の育

成に向けた各種研修制度の充実 

・ 修繕工事を行う技能者の新規確保・育成を促すための資格制度の確立 

  要請内容 

メンテナンスサイクルの推進に係る職員や事業者の育成・確保を図るため、国

が実施している各種研修の更なる強化や資格制度の確立など、技術的支援を拡充

すること。 

 

（２）コスト低減に向けた新たな点検・工事手法の導入 

  現状と課題 

・ 現在、道路等の定期点検は５年に１回、近接目視を基本として実施していると

ころだが、多大な費用や労力がかかる一方、施設の設置環境に関わらず一律の点

検手法であることから、効率的とはいえない面がある。 

・ また、施設の設置工事から点検、修繕工事までの各業務を個別に発注する従来

の契約方法についても、工期や費用面における負担が大きい。 

・ このことから、コスト等の低減に向けた点検・工事手法の効率化・省人化が課

題となっている。 

対 策 

・ 施設の設置環境に応じた定期点検の頻度の見直しによる点検費用の低減 

  ・ 施設の設置工事から点検、修繕工事までを含めた包括委託（点検・調査・設計

委託）や設計付き工事（調査・設計付き工事）等、発注方法の検討 

要請内容 

近接目視による定期点検や修繕工事に係るコスト低減を図るため、点検方法の

見直しや包括委託等の多様な契約方法の導入など、効率的・経済的に行える新た

な点検・工事手法を検討すること。 

 

（３）新技術の開発 

  現状と課題 

・ 昨今、ドローンを始めとする技術進展が著しい一方、施設の点検・工事に係る

費用や労力を低減する新技術は依然として少ない。 

・ 点検・工事の効率化・省人化に向けた更なる新技術の開発が課題となっている。 

対 策 

・ 無人航空機（ＵＡＶ）やロボットの活用による点検費用の低減 

・ インフラメンテナンス国民会議等を活用した新技術の導入及びその財政支援 

  要請内容 

施設の点検・工事に係る費用や労力を低減する新技術は依然として少ないこと

から、新たな点検・工事手法を検討するに当たり、無人航空機やロボットの活用

など、更なる新技術の開発と低価格化に産学官共同で努めること。 


